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原告準備書面２の要旨

設楽ダム住民訴訟原告弁護団

１ 本件支出差止請求の構造と理由（判断枠組と判断対象）等

(1) 本件支出差止請求の構造（判断枠組）

ダム使用権設定予定者がダム使用権設定申請の取下をすると費用負担義務を免れて

負わなくなる。ダム使用権設定申請の取下は、ダム使用権設定予定者としての費用負

担義務を負わなくする行為である。違法な費用負担義務の負担を是正して当該費用負

担金の納付義務を負わないようにし、以て違法な当該費用負担金の支出の差止を求め

る地方自治法２４２条に基づく住民監査請求につき、監査結果に対して不服があると

きにできる住民訴訟（地方自治法２４２条の２第１項）としては、同項１号の差止請

求として、費用負担金の支出差止を求め、その請求原因において、違法な費用負担義

務の負担の是正し、以て当該費用負担金の納付義務を負わないようにして当該費用負

担金の支出の差止請求をすることになる。

原告らは、本件支出差止請求として、設楽ダムの水道用水のダム使用権設定予定者

は愛知県（水道）であるので（甲３）、地方公営企業である愛知県水道用水供給事業

の管理者の被告企業庁長に対し、設楽ダムの水道用水のダム使用権設定申請の取下を

することによって違法な費用負担義務の負担を是正して本件費用負担金の納付義務を

負わないようにして、設楽ダムの水道用水の費用負担金の支出の差止を請求するもの

である。

(2) 違法の理由（判断の対象）

原告らが違法な費用負担義務の負担を是正して支出差止を請求する理由は、設楽ダ

ムからの水道用水の供給は必要がなくなったことである。

この設楽ダムからの水道用水の供給は必要がなくなったことの判断は、設楽ダムの

水道用水の必要性の根拠となった２０１５年度を目標年とする愛知県需給想定調査の

目標年の２０１５年度になり、同年度の需要実績値という客観的・具体的事実が存在

することになり、需要実績値は愛知県需給想定調査の需要想定値を大きく下回ってい

ること、即ち想定値は実績値と乖離していることが確認されたという事実確認に基づ

くものであり、将来の計画目標年に向けた水需要の将来の推計・予測が合理的なもの

であったかによるものではない。

この事実確認によって、設楽ダムの水道用水は、そのダム使用権設定申請を維持す

る根拠が失われたのであり、ダム使用権設定申請の取下を行い費用負担義務を免れて、
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本件費用負担金の納付義務を負わないように、つまり国土交通大臣が納付通知を出せ

ないようにして、費用負担金の支出ができないようにしなければならないのである。

(3) 水道事業についての基本的考え方

水道事業行う水道事業者及び水道用水供給事業者は、水道法の目的である「清浄に

して豊富低廉な水の供給」（１条）の三つの目的を偏りなく図らなければならず、事

業を行うに当たつては、常に経済性を発揮することを経営の原則として（地方公営企

業法３条）、適正かつ能率的な運営に努めなければならない（水道法２条の２第１項）

とともに、事業計画に定める給水区域内の需要者から給水契約の申込みを受けたとき

は、正当な理由があるときを除いて給水契約の受諾を義務づけられ（水道法１５条１

項）、給水を受ける者に対し常時水を供給しなければならないとして（同条２項本文）、

常時給水義務が課されている。

これらのことから、水道用水の供給においては、第一次的に、１０年に１回（１/

１０）規模の渇水年を供給計画の計画規模年とし、その下での河川流況から取水制限

がない水量を供給する施設を整備し、第二次的に、計画規模年を上回る渇水において

は、河川からの取水制限があったとしても、常時給水義務を果たすことができる水量

を供給するようにしている。

２ 具体的な違法の理由

(1) 目標年度の実績により設楽ダムの水道用水は必要がないものとなった

(ｱ) 愛知県需給想定調査は、豊川水系（東三河地域）の上水道の需要量（最大）は、

基準年の平成１５（２００３）年度では取水量３.４１㎥/ｓ（日給水量２８.８万

㎥）であったものが、目標年の平成２７（２０１５）年度には取水量４.４２㎥/ｓ

（日給水量３３.９万㎥）になると想定していた。日最大給水量が平成１５年度の

２８．８万㎥から平成２７年度には３３.９万㎥と１.１８倍増加する想定となった

理由は、平成１５年度では、日平均給水量が２４.６万㎥、負荷率が８５.５％であ

ったものが、平成２７年度には、日平均給水量が２６.８万㎥に１.０９倍増加し、

負荷率が７９.１％に減少すると想定していたことによることが大きい。

これに対して、供給は、「近年の少雨化傾向に伴う供給施設の安全性低下」があ

るとして、近年２０年（昭和５５年度～平成１１年度）で２/２０渇水年（平成８

年度）では開発水量の６２％であり、最大渇水年では開発水量の５７％とされた。

水資源開発施設は、近年２/２０渇水年（平成８年度）において供給施設からの補

給により年間を通じて供給可能な水量によって評価することになり（乙２４の資料

８）、これが安定供給可能量とされた（甲１３の２P.補3-6、甲４及び乙１９の「水

道用水３ 総括票（水需給）」。

豊川水系の既存施設の近年２/２０渇水年（平成８年度）の供給可能量は、市町

村水源の自流・地下水等を平成１５（２００３）年度実績値によっても３.６２７
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㎥/ｓ（日給水量は、水資源開発施設については給水事業者利用量率・実績９８.８

％、水資源開発施設利用量率９５％に基づくと、３０万㎥となる）であり、供給不

足を生じる。近年２/２０年供給可能量による供給不足を補うために、設楽ダム（開

発水量０.１８㎥/ｓ）からの供給が必要となった。

(ｲ) 目標年の２０１５（平成２７）年度が経過し、平成２９年３月に平成２７年度の

『愛知県の水道 水道年報』が公表され、実績事実によって上記愛知県需給想定調

査の需給想定の検証ができるようになった

２０１５（平成２７）年度の豊川水系（東三河地域）の上水道の需要は、日給水

量は、平均２３.２万㎥、最大２７.０万㎥で、負荷率は８５.８％であった（甲５）。

日平均給水量は、愛知県需給想定調査の想定では２６.８万㎥であったが、実績

は２３.３万㎥と想定値より約３.５万㎥も小さく、日最大給水量は、愛知県需給想

定調査の想定では３３.９万㎥であったが、実績は２７.０万㎥と想定値よりも約７

万㎥も小さかった。負荷率は、愛知県需給想定調査の想定では７９.１％であった

が、実績は８５.８％と想定値よりも６.７％も大きく、至近１０ヵ年（平成１８～

平成２７年度）の下位３ヵ年の平均は８６.２％（平成２７・８５.８％、平成２０

・８６.３％、平成２５・８６.５％）と想定値よりも７.１％も大きかった（表１

－１）。給水量、負荷率のいずれにおいても、想定は実績と乖離した結果であった。

これに対して、供給は、上記のように、市町村水源の自流・地下水等の給水量を

平成１５年度実績に基づく近年２/２０年供給可能量３.６２７㎥/ｓでも、水資源

開発施設については給水事業者利用量率は実績９８.８％、水資源開発施設利用量

率は９５％に基づいて日給水量を求めると、３０.０万㎥（自流・地下水等につい

ての給水量を愛知県需給想定調査の供給想定値に基づくと２９.４万㎥）である（表

２－３－１(2)a、b）。

愛知県需給想定調査の目標年度において、設楽ダムのない既存施設で需要に対し

て供給可能なことが確認された。設楽ダムの水道用水の供給は必要がないことが確

定したのである。

(2)付随的問題

(ｱ) 豊川水系の上水道用水の利水安全度と近年における渇水について

豊川用水の水源となる貯水施設（ダムと調整池）は、豊川用水事業と豊川総合用

水事業によって二段階で建設された。最初に豊川用水事業によって、宇連ダム（有

効貯水容量２８４２万㎥）と地区内３調整池（合計貯水容量２６０万㎥）が建設さ

れ、その後、２０１１（平成１３）年度に、豊川総合用水事業によって、大島ダム

（有効貯水容量１１３０万㎥）と大原調整池・蒲郡調整池・万場調整池・芦ヶ池調

整池の４調整池（合計貯水容量１２１０万㎥）が建設された（乙１１）。豊川総合

用水事業によって大島ダムと上記４調整池（合計貯水容量２３４０万㎥）が建設さ
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れたことによって、豊川用水の利水安全度は大きく向上した。

豊川総合用水事業が完了した後の豊川用水の上水道用水の供給可能量は、上記の

ように、水資源開発施設では利用量率を浄送水９８.８％、水路９５％とすると、

近年２/２０年供給可能量は、自流・地下水等を愛知県需給想定調査の平成１５年

度実績値によれば３０万㎥、同供給想定値によれば２９.４万㎥となる。また、最

大渇水年では、同じ利用量率では、自流・地下水等を愛知県需給想定調査の平成１

５年度実績値によれば２８.３万㎥、同供給想定値によれば２７.７万㎥となる。

豊川水系の上水道用水の需要量は、日需要量（最大）では、愛知県需給想定調査

の基準年の２０１５年度の２８.８万㎥から減少傾向を示し、目標年である平成２

７年度においては２７万㎥であった。豊川総合用水事業が完了した後の供給可能量

は、近年２/２０渇水年はもとより、最大渇水年でも、上記需要量を上回っている。

最大渇水年の供給可能量でも、取水制限をすることなく、需要に対する供給が可能

となっているのである。

豊川水系では、豊川総合用水事業が完了する平成１３年度までは、毎年のように

上水道用水の取水制限があった（甲１８）。しかし、豊川総合用水事業完了して、

その建設施設を含めた運用が開始された平成１４年度からは、供給可能量が大きく

なったことから、異常渇水である平成１４、１７、２５年度は取水制限が行われた

が、その他の年は上水道用水の取水制限がなくなっている。

平成１４、１７、２５年度は取水制限が行われたが、いずれの年も、愛知県需給

想定調査で供給能力の基準としている近年２/２０渇水年の平成８年度に匹敵する

か、これを上回る異常渇水年であった。しかし、豊川用水からの取水制限は行われ

たものの、上水道事業者の給水においては、配水圧の減圧調整がなされただけで、

断水することなく常時給水義務が果たされていた。そして、上記のように、豊川水

系の上水道用水の需要量は平成１５年度から減少傾向を示していて、各年度の需要

実績量は最大渇水年の供給可能量の範囲内にあり、後の年となるほど供給量の上回

りが大きい。最大渇水年の供給可能量でも、取水制限をすることなく、需要に対す

る供給が可能となっているのである。

(ｲ) 将来における供給について

厚生労働省健康局『新水道ビジョン』は、「日本の人口の推移は、少子化傾向か

ら減少の方向を辿り、２０６０年には８６００万人程度と推計され、３割程度減る

ものと見込まれています。また、水需要動向も減少傾向と見込まれ、２０６０年に

は現在よりも４割程度減少すると推計されています」と、将来の大きな減少量を示

したうえ、水需要は、３割の人口減少に対し、これを上回る４割の減少を推計して

いる。そのため、「これからは給水人口や給水量の減少を前提に、老朽化施設の更

新需要に対応するために様々な施策を講じなければならない」と水道事業のあり方
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の根本的転換を訴えている。

したがって、今後の水道用水の需給においては、給水人口の大幅な減少による給

水量（需要量）の大幅な減少が前提となる枠組であって、「リスク管理型の水の安

定供給」なるものも、その枠組の下でのものである。

国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（平成３０（２０

１８）年推計）」によれば、東三河地域の豊橋、豊川、蒲郡、田原、新城の５市の

将来人口は、２０１５年を１００とした場合、２０３５年は９１.０、２０４５年

は８４.４になると推計されている（甲２４の１～３）。したがって、上水道用水

の給水量（需要量）も減少することになり、上記の新水道ビジョンの人口と給水量

の減少率比（３：４）に基づけば、２０１５年を１００とした場合、上水道用水の

給水量（需要量）は、２０３５年は８８.０、２０４５年は７９.２になると推計さ

れる。

東三河地域の上水道需要（日量）実績は、２０１５年には、平均給水量２３.２

万㎥、最大給水量２７.０万㎥（負荷率８５.８％）となっている（甲６）。これが、

上記の２０１５年からの指数によって推移すると、平均給水量は、２０３５年には

２０.４万㎥、２０４５年には１８.４万㎥と推計される。最大給水量は、２０１５

年と同じ負荷率８５.８％（同年の至近１０ヵ年間では最小）では、２０３５年に

は２３.８万㎥、２０４５年には２１.４万㎥となると推計される。現在から約３０

年前のもので、２０１５年の至近年１０ヵ年の傾向を大きく下回って離れていて、

今後あり得ない愛知県需給想定調査が用いた１９９０年の負荷率７９.１％では、

最大給水量は、２０３５年には２５.８万㎥、２０４５年には２３.２万㎥となる。

これに対し、設楽ダムのない既存施設での供給可能量は、上記のように、最大渇水

年の供給可能量は、自流・地下水等を愛知県需給想定調査の平成１５年度実績値に基

づくと２８.３万㎥である。異常渇水となった最大渇水年の供給可能量でも、負荷率

を無理に過小に操作しても、推計需要量を上回っている。特に、被告らが地球温暖化

が進んで変動幅が大きくなると主張する将来になるほど推計需要量を大幅に上回って

いる。

以上のとおり、東三河地域の将来人口は大幅に減少し、それに応じて、むしろそれ

以上に、給水量（需要量）も大幅に減少するので、「リスク管理型の水の安定供給」

としても、設楽ダムのない既存施設で安定供給は可能であり、常時給水はさらに可能

なのである。
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表１－１ 東三河地域の上水道需要の推移(平成15年度～平成27年度)と想定

給水量：日量 千㎥

表２－３－１ 豊川用水系の上水道用水 月別の供給量と需要量

単位：取水量は㎥/ｓ。給水量と需要量は、㎥/日、百未満を端数処理。

月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 平均

(1) 取水量

変動率 0.83 0.87 0.91 0.99 1.00 0.98 0.96 0.91 0.88 0.80 0.81 0.81 0.900

取水量（開発水量） 3.472 3.639 3.807 4.141 4.183 4.099 4.016 3.807 3.681 3.346 3.388 3.388 3.765

取水量（近年2/20　H8） 2.152 2.256 2.360 2.567 2.593 2.541 2.489 2.360 2.282 2.074 2.100 2.100 2.334

取水量（最大渇水　H6） 1.979 2.074 2.169 2.360 2.384 2.336 2.289 2.169 2.098 1.907 1.931 1.931 2.146

(注）変動率は、国土審議会第６回水資源開発分科会 補足説明資料３の「愛知県の需要想定（水道用水）における利用量率設定の考え方」より

(2)ａ 給水量（1） 水資源開発施設利用量率：浄送水98.8%、水路95%　　自流・地下水等の給水量：2005年愛知県需給想定調査の平成15年度実績値

開発水量

水資源開発施設 281,600 295,100 308,700 335,800 339,200 332,400 325,700 308,700 298,500 271,400 274,800 274,800 305,300

自流・地下水等 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300

合計 370,900 384,400 398,000 425,100 428,500 421,700 415,000 398,000 387,800 360,700 364,100 364,100 394,600

近年2/20渇水年（H8）

水資源開発施設 174,500 182,900 191,400 208,200 210,300 206,100 201,900 191,400 185,000 168,200 170,300 170,300 189,300

自流・地下水等 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300

合計 263,800 272,200 280,700 297,500 299,600 295,400 291,200 280,700 274,300 257,500 259,600 259,600 278,600

最大渇水年（H6）

水資源開発施設 160,500 168,200 175,900 191,400 193,300 189,500 185,600 175,900 170,100 154,700 156,600 156,600 174,000

自流・地下水等 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300 89,300

合計 249,800 257,500 265,200 280,700 282,600 278,800 274,900 265,200 259,400 244,000 245,900 245,900 263,300

(2)ｂ 給水量（2） 水資源開発施設利用量率：浄送水98.8%、水路95%　　自流・地下水等の給水量：2005年愛知県需給想定調査の供給想定値

開発水量

水資源開発施設 281,600 295,100 308,700 335,800 339,200 332,400 325,700 308,700 298,500 271,400 274,800 274,800 305,300

自流・地下水等 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800

合計 365,400 378,900 392,500 419,600 423,000 416,200 409,500 392,500 382,300 355,200 358,600 358,600 389,100

近年2/20渇水年（H8）

水資源開発施設 174,500 182,900 191,400 208,200 210,300 206,100 201,900 191,400 185,000 168,200 170,300 170,300 189,300

自流・地下水等 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800

合計 258,300 266,700 275,200 292,000 294,100 289,900 285,700 275,200 268,800 252,000 254,100 254,100 273,100

最大渇水年（H6）

水資源開発施設 160,500 168,200 175,900 191,400 193,300 189,500 185,600 175,900 170,100 154,700 156,600 156,600 174,000

自流・地下水等 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800 83,800

合計 244,300 252,000 259,700 275,200 277,100 273,300 269,400 259,700 253,900 238,500 240,400 240,400 257,800

(3) 需要量 224,100 234,900 245,700 270,000 270,000 264,600 259,200 245,700 237,600 216,000 218,700 218,700 243,000

（注）２０１７年度需要実績の最大給水量に月別変動率を乗じた（７月の変動率は１）。

年度 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 想定

平均給水量 246 250 249 248 249 246 242 243 240 240 236 233 231 268

最大給水量 288 291 281 284 287 283 275 277 276 275 273 263 270 339

負荷率 ％ 85.5 86.0 87.0 86.5 86.8 86.3 88.0 87.6 87.4 87.1 86.5 88.5 85.8 79.1


